
３．事務フロー

７．

　国立市まちづくり条例（平成28年3月国立市条例第8号。以下「条例」という。）第26条第1

項に規定する開発事業について適用する。

　国立市雨水流出抑制指導要綱（平成13年4月26日訓令第17号（改正：平成28年9月29

日訓令第88号））に基づき、国立市内の開発行為等に係る区域内に雨水流出抑制施設

の設置について指導することにより、雨水の流出を抑制し、もって道路の冠水、地下水位

の低下及び湧水の枯渇を防ぐとともに水源の保全及びかん養を図ることを目的とする。

雨水流出抑制施設築造（変更）承認申請、
事業計画事前協議の流れ

承認申請

受理
７．着手届の提出（第4号様式）　※工事着手前14日以内に提出
　　　□工事工程表

着手

６．

工事完了
受理
完了検査実施

（協議）
８．工事着手～工事施行中
　　（内容変更があった場合、国立市下水道管理者と協議）

工事施行中

４．雨水流出抑制施設築造（変更）承認申請書の提出（第2号様式）
　　添付書類（各２部提出）

　　　□設計図（案内図・平面図・構造図・流出抑制雨水量の算定書）
　　　□雨水流出抑制施設等一覧表（付表1）

受理
　要綱に適合して
いると認めたとき
は、受理した日か
ら14日以内に承
認書を交付する。

９．工事完了届の提出（第5号様式）添付書類（各1部提出）
　　□案内図
　　□竣工図（案内図・平面図・構造図）
　　□雨水流出抑制施設等一覧表（付表1）
　　□工事写真(A4アルバム収納)

５．

承　　認

６．雨水流出抑制施設築造（変更）承認書（写し）の提出
（承認書（写）を開発事業承認申請書に添付→国立市都市計画課に
提出）

２．

国立市まちづ
くり条例の手
続き

４．

３．設計の事前協議（流出抑制雨水量の算定、施設の構造等）
（別表第1、別表第2、雨水流出抑制施設構造図　参照）

５．雨水流出抑制施設築造（変更）承認書の受理承　　認

事前相談

事前協議

３．

事前協議　　　　１．　　　

１．地形地質の調査、既存施設の調査等

１．目的　　　

２．適用範囲

開発事業者等 下水道管理者項目

受理２．事業計画事前協議書の提出（第１号様式）

順序



第１号様式

㊞

※署名の場合は、押印不要です。

施行業者

添付書類 案内図、計画平面図

排水面積

計画概要

工事期間 令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　　日　まで

事業名称

 工事を必要
とする理由

事業場所

令和　　　年　　　月　　　日　　

事業計画事前協議書

国 立 市 長　　殿

住　所

申請者

氏　名



第2号様式

㊞

※署名の場合は、押印不要です。

施行業者

排水面積

施設内容

工事期間 令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　　日　まで

事業名称

工事を必要
とする理由

事業場所

雨水流出抑制施設築造（変更）承認申請書

国 立 市 長　　殿

住　所

申請者

氏　名

　雨水流出抑制施設を次のとおり、新築・増築・改築（変更）するため、国立市雨水流出
抑制指導要綱の規定により承認を受けたいので申請します。

令和　　　年　　　月　　　日　　



第4号様式

㊞

※署名の場合は、押印不要です。

着手年月日 令和　　　年　　　月　　　日

添付書類 工事工程表

提出期限 工事着手前14日以内

事業場所

排水面積

施設内容

住　所

申請者

氏　名

国立市雨水流出抑制指導要綱により、承認された工事に着手するので、下記により届けます。

事業名称

令和　　　年　　　月　　　日　　

着手届

国 立 市 長　　殿



第5号様式

㊞

※署名の場合は、押印不要です。

添付書類 1.竣工図（平面図、断面図、構造図等）、案内図

2.下水道施設、雨水流出抑制施設等一覧表

3.工事写真（A4アルバム収納）

提出期限 工事完了後14日以内

排水面積

施設内容

完了年月日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

国立市雨水流出抑制指導要綱により承認された工事が完了したので、下記により届けます。

記

事業名称

事業場所

令和　　　年　　　月　　　日　　

完了届

国 立 市 長　　殿

住　所

申請者

氏　名



付表1

設置場所 国立市

敷地面積 ㎡ うち対象面積 ㎡

国立市　・　事業主

６． その他 国立市　・　事業主

５． 雨水貯留槽 箇所

国立市　・　事業主

４．
雨水浸透
トレンチ

m 国立市　・　事業主

３． 雨水浸透人孔 箇所

国立市　・　事業主

２． 道路浸透ます 箇所 国立市　・　事業主

１． 雨水浸透ます 箇所

雨水流出抑制施設等一覧表

番号 施設名
形状・寸法 数量

単位 施設の帰属
竣工 計画 竣工計画



　公共下水道管（分流区域においては雨水管）が既に整備されている、もしくはこの事業において整

備される区域においては、降雨強度50mm/時と降雨強度60mm/時の雨水量との差分を抑制雨水量

とする。公共下水道管（分流区域においては雨水管）が整備されておらず、この事業においても整備

することのない場合においては、降雨強度50mm/時の雨水量を抑制雨水量とする。

　Q50＝1/360×C×I×A

　Q50：雨水流出量 （㎥/秒）

　C：流出係数  0.5

　I：流達時間の平均降雨強度  100（mm/時）

　A：排水面積 （ha）

　Q60＝1/360×C×I×A

　Q60：雨水流出量 （㎥/秒）

　C：流出係数  全体の平均値

　I：流達時間の平均降雨強度  120（mm/時）

　A：排水面積 （ha）

　C＝（R㎡×0.9+D㎡×0.9+G㎡×0.5）/（Ahr×10000）

　　【条　件】

　　排水面積＝0.05(ha) (500㎡）

　　屋根面積＝400㎡　、　道路面積＝50㎡　、緑地面積=50㎡ 　

　　【流出係数】

　　屋根・・・0.9、舗装部分・・・0.9、未舗装部分・・・0.5　※浸透性舗装も0.9とする。

　　【計　算】

　降雨強度50mm/時

　　　Q50＝1/360×0.5×100×0.05＝0.00694(㎥/秒）≒25.0（㎥/時）　・・・・①

　降雨強度60mm/時

　　　C＝（400×0.9＋50×0.9＋50×0.5）／（0.05×10000）

　　　　＝0.86

　　　Q60＝1/360×0.86×120×0.05＝0.01433（㎥/秒）≒51.6（㎥/時）　・・・・②

　抑制すべき雨水量

　　　抑制すべき雨水量 ＝ ②－①　＝ 51.6 － 25.0 ＝ 26.6　（㎥/時）

　抑制施設設置量

　　　26.6（㎥/時）/0.7（㎥/㎡・時）（㎥/ｍ・時）=38.0（箇所）（m）

　　【設置例】　浸透桝8箇所及び浸透トレンチ30mで必要な抑制量を確保できる。 

別表第1

流出抑制雨水量の基準

面積 降雨強度

・透水面積　G  (㎡)

計　算　例

流出抑制雨水量計算式

降雨強度

50mm/時

 排水面積　A (ha)

・屋根面積　R  (㎡)

降雨強度

60mm/時

・非透水面積　D  (㎡)



　

雨水浸透トレンチ
浸透トレンチ0.75m×0.75mの寸法でト
レンチ延長1m当たりの値。屋根の雨
水を浸透させることが、好ましい。

雨水浸透桝
底面積（砕石部分）1㎡当りの値。ま
す内の水位を1ｍとする。屋根の雨水
を浸透させることが、好ましい。

新規ローム
黒ぼく

0.7㎥/ｍ・時

施設名 浸透層の地質 設計浸透能力 備考

別表第2

雨水流出抑制施設の浸透能力



 

浸透施設構造例 

設置例・施行例 

浸透桝 浸透桝 浸透トレンチ延長 

Ｌ＝○○ｍ 






